
主担当 現　　　状 評　価　の　観　点 達　成　度　判　断　基　準 判　定　基　準 備　　考

① 昨年度の1月進研記述の3教科総合ＳＳ60Ｕ
Ｐの生徒は、1年生97名(30.1%）、2年生77
名(24.3%）。
昨年度3年生10月進研記述について5教科理
系ＳＳ54以上と5教科文系ＳＳ56以上の合
計人数は84名（27.5%）。

【成果指標】
校外模試において、金沢大学以上の大
学に合格可能な偏差値を持つ生徒の数
を増やす。

１，２年生校外模試の３教科偏差値６０以上の生徒
が（母数は在籍数）
　Ａ　30％以上
　Ｂ　25％以上
　Ｃ　20％以上
　Ｄ　20％未満である
　
３年10月記述模試で５教科文/理偏差値が文系で
56、理系で54以上の現役生徒が
　Ａ　35％(110人)以上である
　Ｂ　29％(90人)以上である
　Ｃ　23％(70人)以上である
　Ｄ　23％(70人)未満である

Ｃ、Ｄの場合、教科・
学年ごとに結果を分析
し、改善策を検討す
る。

模試結果の分析に
より評価する。

大学見学や難関大説明会、進路講演会など
の取組により、難関大を目指す生徒は年々
増えてきている。
　
※難関大
　北海道大、東北大、東京大、名古屋大、
　京都大、大阪大、九州大、一橋大、
　東工大、神戸大

【成果指標】
１，２年生で難関大を志望する生徒が
　東大・京大志望　 10名以上
　難関大学志望　　 40名以上
　金沢大学志望　　180名以上
　国公立大学志望　280名以上
を目指す。

１，２年生で難関大を志望する生徒が
　Ａ　50名以上である
　Ｂ　40名以上である
　Ｃ　30名以上である
　Ｄ　30名未満である
　

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

進路志望調査（４
月・１月）により
評価する。

② 難関大学を中心とした高い進路
志望の実現のため、入試分析や
補講・添削等のサポート体制を
強化する。

進路指導課
第３学年

平成28年度入試では、難関大合格者が東大
１名京大１名を含め現役12名となり、過去
最高であった平成27年度入試に匹敵する結
果となった。更なる高みに向けて、３年間
を見通した組織的な指導のあり方を検討
し、進路課と学年が一体となって、授業・
添削・補講の３本柱の更なる充実と面談・
集会等の工夫・強化を図る必要がある。

※28年度入試結果
　難関大合格数 14名（うち現役12）
　金沢大合格数 30名（うち現役25）

【成果指標】
学力・学習状況の分析に基づくきめ細
かな指導を行うことで、難関大学現役
合格者数を増やす。

超難関大・国公立医学科の現役合格者数が
　Ａ　３名以上である
　Ｂ　２名である
　Ｃ　１名である
　Ｄ　０名である

難関大及び金沢大の現役合格者数が
　Ａ　70名以上である
　Ｂ　50名以上である
　Ｃ　30名以上である
　Ｄ　30名未満である

Ｃ、Ｄの場合、サポー
ト体制を見直し、改善
策を検討する。

平成29年３月末の
合格者数実績によ
り評価する。

③ ＣＵ（土曜補習）、補習を通し
て、より意欲的な学習の在り方
へと切り替えさせる取組を行
う。

進路指導課
各学年
各教科

昨年度、「ＣＵや補習は自分の学力向上に
役立っている」と思う生徒は、全体の64％
であった。

【満足度指標】
ＣＵや補習により、生徒の学力向上を
図る。

「ＣＵや補習は自分の学力向上に役立っている」と
思う生徒の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

生徒アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

④ 中学校との情報交換や指導記録
も適切に踏まえ、学級担任や学
年主任、教科担任等による積極
的な面談を行う。

教務課
各学年

昨年度、ホーム担任や教科担任との面談に
よって「より良い変化が生まれた」と答え
た生徒は前期62％、後期67％であった。
「ホーム担任」のみならず「教科担任」に
よる面談の効果も現れていると考えられ
る。

【満足度指標】
生徒の様々な悩みに対応することに加
えて、高い進路目標に向かって邁進で
きるような、「本気にさせる」指導助
言を継続的に行う。

「ホーム担任や教科担任との面談によって、自分の
学習姿勢により良い変化が生まれた」と思う生徒の
割合が
　Ａ　80%以上である
　Ｂ　70%以上である
　Ｃ　60%以上である
　Ｄ　60%未満である

Ｃ、Ｄの場合、指導の
あり方を再検討する。

生徒アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

⑤ 中高一貫教育校として６年間を
見通した学習指導や進路指導を
行う。

教務課
各教科

昨年度、「中高一貫教育校として、６年間
を通じた指導方針や指導方法の共通理解と
実践に教科で取り組んでいる」教員の割合
は前期60％、後期55％であった。本校のメ
リットを生かしたカリキュラムづくりを推
進する必要がある。

【成果指標】
６年間を通じた到達目標を明確にし、
中学から高３までの各段階で身に付け
るべき力を中高で共有して、学習内容
や学習方法のステップアップを図る。

「中高一貫教育校として、６年間を通じた指導方針
や指導方法の共通理解と実践に教科で取り組んでい
る」と思う教員の割合が
　Ａ　70%以上である
　Ｂ　60%以上である
　Ｃ　50%以上である
　Ｄ　50%未満である

Ｃ、Ｄの場合、連携の
あり方を再検討する。

職員アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

進路指導課
教務課
各教科
各学年

石川県立金沢錦丘高等学校

具　体　的　取　組

校外模試等の結果を教科会や学
年会で分析し、生徒にフィード
バックするとともに、１ランク
上の志望を持たせることにより
学習意欲と学力の向上を図る。

平成２８年度　自 己 評 価 計 画 書

　【重点目標１】　中高一貫教育の特長を生かし、高い進路目標に向かって邁進する生徒を育て、その実現を図る。
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本校では授業改善のため、前後期それぞれ
互見授業週間を設定し、授業力の向上を
図っている。昨年度後期の職員アンケート
によれば、互見授業と錦丘中との交流を含
めて「学期の間に３回以上参考になったと
思える」が47％であった。

【努力指標】
錦丘中とも連携した研究授業や互見授
業を通して、他校種・他教科の授業を
参観する機会を設け、授業改善に繋げ
る。

「他の教員の授業を参観したり、自分の授業を参観
してもらった上で意見を伺ったりして参考になった
と思える回数が、錦丘中との交流を含め、年間４回
以上あった」と思う教員の割合が
　Ａ　70％以上である
　Ｂ　60％以上である
　Ｃ　50％以上である
　Ｄ　50％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

職員アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

「授業でＩＣＴをよく活用している」「時々活用し
ている」教員の割合が
　Ａ　70％以上である
　Ｂ　60％以上である
　Ｃ　50％以上である
　Ｄ　50％未満である

Ｃ、Ｄの場合取組を再
検討する。

職員アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

「IＣＴを活用した授業により、学習効果が高まっ
ている」と思う生徒の割合が
　Ａ　60％以上である
　Ｂ　50％以上である
　Ｃ　40％以上である
　Ｄ　40％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

授業評価（７月・
１２月）により評
価する。

昨年度の授業評価によれば、授業の中に
「論理的思考力や表現力を伸ばす場面があ
る」という肯定的評価は、前期76％、後期
80％であった。

【満足度指標】
思考を揺さぶる学習活動を取り入れ、
論理的思考力や判断力、表現力を育て
るとともに、自ら課題に向き合い考え
抜く「探究力」を育てる。

「授業の中に論理的思考力や表現力を伸ばす場面が
ある」と思う生徒の割合が
　Ａ　85％以上である
　Ｂ　80％以上である
　Ｃ　70％以上である
　Ｄ　70％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

授業評価（７月・
１２月）により評
価する。

授業にペアワークやグループ学習などが取
り入れられるようになってきているが、他
との意見の違いに触れながら、自分の考え
や集団の考えを形成・発展させる場面を設
けている取組は少ない。

【満足度指標】
グループ学習などの協働学習の手法を
取り入れ、自らの考えを伝えるだけで
なく、考えの違いに触れながら、集団
の考えをまとめられるようなコミュニ
ケーション力を育てる。

「授業の中に話し合いや発表などを通してコミュニ
ケーション力を伸ばす場面がある」と思う生徒の割
合が
　Ａ　70%以上である
　Ｂ　60%以上である
　Ｃ　50%以上である
　Ｄ　50%未満である

Ｃ、Ｄの場合取組を再
検討する。

授業評価（７月・
１２月）により評
価する。

② 教科や総合学習の授業内容を関
連させ、表現トレーニング、プ
レゼンテーション、多文化共生
理解などに取り組むことで、論
理的・批判的に事象をとらえ、
自らの考えを述べる力を育成す
る。

教務課
各学年
各教科

昨年度、「さまざまな世界的・社会的事象
に対して、より関心を持つようになった」
と思う生徒は、全体の53％であった。社会
のさまざまな場面で論理的思考力が求めら
れているが、生徒は十分な力を持っている
とはいえない。

【成果指標】
生徒がさまざまな世界的・社会的事象
により関心を持ち、それについて意見
を持てるように指導する。

「さまざまな世界的・社会的事象に対して、より関
心を持つようになった」と思う生徒の割合が
　Ａ　70%以上である
　Ｂ　60%以上である
　Ｃ　50%以上である
　Ｄ　50%未満である

Ｃ、Ｄの場合、指導の
あり方を再検討する。

生徒アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

昨年度、「授業で推薦図書を紹介するなど
生徒の読書量を増やすための指導をした」
と答えた教員は、全体の29％であった。

【努力指標】
生徒が読書の楽しさを知り、高い教養
と感性を身につけ、幅広い考え方がで
きるように図書の紹介を行い、生徒の
読書に対する興味・関心を高める。

「授業やシラバスの他、あらゆる機会をとらえて、
生徒に適した書物を紹介し、読書量を増やすための
指導をしている」教員の割合が
　Ａ　50％以上である
　Ｂ　40％以上である
　Ｃ　30％以上である
　Ｄ　30％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

職員アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

昨年度、図書館からの１人あたり平均貸出
冊数は、1年生6.1冊、2年生6.9冊、3年生
4.8冊であった。「新書を読もう」の取組
について学年団の協力もあり、全校の平均
貸出冊数は前年度の4.8冊から5.9冊に増加
した。

【成果指標】
図書館からの生徒１人あたりの年間貸
出冊数の目標を6冊以上とする。
　１，２年生  目標 7冊
　３年生　　　目標 5冊

生徒１人あたりの貸出冊数が
　Ａ　年間８冊以上である
　Ｂ　年間６冊以上８冊未満である
　Ｃ　４冊以上６冊未満である
　Ｄ　４冊未満である
　

Ｃ、Ｄの場合、課、学
年、教科で読書指導の
あり方を再検討する。

図書館カウンター
バーコード集計に
より評価する。

教務課
各教科

　【重点目標２】　教科指導の質的向上に努めるとともに、あらゆる教育活動を通して生徒の論理的思考力や表現力の伸長を図る。

図書課
各学年
各教科

③ 高校の各年齢段階で求められる
知識・教養・感性を身に付け、
文章の理解力・表現力を育成す
るために、読書を奨励する。特
に、各教科と連携し、読書指導
を授業やシラバスの他、あらゆ
る機会をとらえて行うことに
よって推進する。

ＩＣＴの効果的な活用やアク
ティブラーニングの手法を取り
入れながら授業改善に取り組
み、生徒に基礎的・基本的な事
項を確実に習得させるととも
に、論理的思考力や表現力の育
成を図る。また、各教科の特質
を踏まえた言語活動を通して、
「コミュニケーション力」の育
成を図る。

①

具　体　的　取　組

【努力指標・満足度指標】
IＣＴの「効果的な」活用方法につい
て学校全体で検討し、実践につなげ
る。

昨年度、「IＣＴをよく活用している」
「時々活用している」と答えた教員は、全
体の59％であった。一方、「ＩＣＴを活用
した授業により、学習効果が高まってい
る」と答えた生徒は51％であった。本校は
他校に比べてＩＣＴ機器の整備に恵まれて
いる。単に活用するだけではなく、より
「効果的に」活用する必要がある。
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④ 学力スタンダードの到達目標の
到達度をはかる問題作成を視野
に置きながら、論理的思考力を
高めるために必要な試験問題の
作成について教科全体で検討す
る。

教務課
各教科

昨年度２学期末（３年生は学年末）の定期
試験を確認したところ、どの教科も10点程
度以上は思考力を問う問題が設定されてい
る。問題作成者の捉え方だけではなく、教
科会等で「記述式＝思考力を問う問題では
ない」ことを確認し、教科全体の複数の目
で作問について検討する。

【努力指標】
定期試験において、論理的思考力を高
めるための問題作成を計画的に行い、
教科指導の質的向上を目指す。

年間を通して論理的思考力を問う問題の割合（点数
換算）の平均値が
　Ａ　15％以上である
　Ｂ　10％以上である
　Ｃ　5％以上である
　Ｄ　5％未満である

Ｃ、Ｄの場合取組を再
検討する。

定期試験により評
価する。

主担当 現　　　状 評　価　の　観　点 達　成　度　判　断　基　準 判　定　基　準 備　　考

① 中学校と連携しながら、三点固
定（学習開始時刻、就寝時刻、
起床時間の固定）を図り、生活
リズムを自ら整える態度を身に
付けさせる。

生徒指導課
生徒会課

学校及び家庭における学習開始時刻を固定
するために、登校時間や下校時間を守らせ
る必要がある。昨年度の遅刻は理由のある
ものも含め、一日平均5.6人であった。部
活動終了後の下校時間を守ることができて
いる生徒は89％であった。

【成果指標】
中学校教員とも連絡を取り合い、進路
目標の実現に向けて学習開始時刻の固
定をはじめとする三点固定が大切であ
ることを生徒に理解させ、時間を厳守
しようとする姿勢を培う。

遅刻をする生徒は一日平均で、
　Ａ　４人未満である
　Ｂ　５人未満である
　Ｃ　６人未満である
　Ｄ　６人以上である

「下校時間を守っている」生徒の割合が、
　Ａ　90％以上である
　Ｂ　85％以上である
　Ｃ　80％以上である
　Ｄ　80％未満である

Ｃ、Ｄの場合、生徒に
時間を厳守させるため
の指導のあり方を再検
討する。

遅刻集計及び生徒
アンケート（７
月・１２月）によ
り評価する。

後期の目標達成率
（平日）全学年52.5％
１年55.7％　２年33.4％　３年68.6％
（休日）全学年36.8％
１年27.3％　２年34.4％　３年48.8％

【成果指標】
平日は、１年２時間、２年２時間３０
分、３年４時間。休日は、１、２年４
時間、３年総体総文前５時間、総体総
文後８時間の家庭学習時間を目標とす
る。

目標時間を達成している生徒の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

Ｃ、Ｄの場合、結果を
分析し、改善策を検討
する。

生徒アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

昨年後期の職員アンケートでは、「単元ご
とに1回以上シラバスを活用している」
18％、「定期試験ごとに活用している」
37％、生徒アンケートでは「シラバスを活
用して計画的に学習している」11％であっ
た。

【努力指標】
シラバスを活用し、生徒の自立的・計
画的な学習を促す。

「シラバスを定期的に活用した」教員の割合が
　Ａ　60％以上である
　Ｂ　50％以上である
　Ｃ　40％以上である
　Ｄ　40％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

職員アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

③ 部活動に所属している生徒の積
極的な挨拶を核にして、生徒一
人一人が自発的に挨拶できるよ
うな雰囲気を醸成し、気持ちよ
く授業を受けられる環境を整え
る。

生徒指導課
生徒会課

朝の挨拶運動には35部活動中32部活動が参
加し、生徒アンケートによると約75％の生
徒が積極的に挨拶をしていると回答してい
る。しかし、元気の良い挨拶が学校全体に
浸透しているとは思えない。

【成果指標】
生徒会執行部、総務委員会及び生活・
交通安全委員会を中心に挨拶運動を企
画・推進し、各部活動の積極的な参加
によって自発的な挨拶ができる生徒の
育成を目指す。

「学校生活において、挨拶を積極的に行っている」
生徒の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

生徒アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

④ 部活動において、限られた時間
を有効に活用させることによっ
て、自主性自立性の育成と部活
動の活性化を図る。

生徒会課
各学年

昨年度の部活動加入率（10月段階）
　１年　98.5%
　２年　81.5%
　３年　86.5%　　計　88.8%

昨年度、１，２年生で「部活動と学習の両
立ができている」と思う生徒は57％であっ
た。

【成果指標・満足度指標】
年間を通して高い加入率を維持し、ま
た、学習と両立させることで、バラン
スの取れた心身ともにタフな生徒を育
成する。

部活動加入率が
　Ａ　90％以上である
　Ｂ　85％以上である
　Ｃ　80％以上である
　Ｄ　80％未満である

１，２年生で「部活動と学習の両立ができている」
と思う生徒の割合が
　Ａ　70％以上である
　Ｂ　60％以上である
　Ｃ　50％以上である
　Ｄ　50％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

部登録調査（４
月・１０月）及び
生徒アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

　【重点目標３】　学習、進路、生活、部活動等を有機的に結びつけ、より自立的内発的に取り組むことのできる、実践力のある生徒を育成する。

② 教務課
各学年
各教科

具　体　的　取　組

家庭学習時間調査による生徒の
自省や様々な視点からの学年集
会及び講演等における示唆を通
じて、学習意欲を高めるととも
に、生活全般において自立的・
内発的な行動をとることができ
るように働きかける。

具　体　的　取　組



主担当 現　　　状 評　価　の　観　点 達　成　度　判　断　基　準 判　定　基　準 備　　考

⑤ 生徒会主催の行事を生徒が中心
となって企画運営し、今後、社
会人として求められる自主的自
立的な態度や実践的な行動力を
育成する。

生徒会課 昨年度、「各行事において、生徒の自主性
を高める指導を行い、自主性は高まった」
と職員が感じる割合は75％であり、生徒ア
ンケートにおいて「生徒会主催の行事は生
徒の自主的な態度を育てている」と生徒が
感じる割合は72％であった。しかし、職
員・生徒ともに「やや当てはまる」という
回答が多く（職員65%。生徒47%）、「当て
はまる」という回答はまだまだ少ない。

【努力指標・成果指標】
各行事における生徒の自主的自立的な
活動を重視し、生徒の自主性が育成さ
れるよう教職員の共通理解を図る。

「各行事において、生徒の自主性を高める指導を行
い、自主性は高まった」と思う職員の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

「生徒会主催の行事は生徒の自主的な態度を育てて
いる」と思う生徒の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

職員アンケート・
生徒アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

⑥ 環境美化の活動を通じて、「い
しかわ学校版環境ISO」の本校の
取組について、全校生徒の理解
を深める。

保健・
相談課

昨年は早い段階から啓蒙活動に取り組んだ
ことで、環境ISO活動参画の推進と環境保
全に対する意識は定着してきた。しかし年
間のゴミの排出量は、昨年、一昨年の量と
ほとんど変わらなかった。月ごとにみる
と、複数の月でゴミ削減の余地はある。

【成果指標】
燃えるゴミの中からリサイクルできる
紙を分別することと、個人で持ち込ん
だゴミの持ち帰り運動を行うことで、
燃えるゴミや容器包装プラスチックゴ
ミの量を前年度より5％削減する。

「ゴミ排出量＆紙リサイクル量」の測定結果報告に
おいて、年間のゴミ排出量が昨年の量と比較して
　Ａ　5％以上の削減
　Ｂ　3～5%の削減
　Ｃ　0～2%の削減
　Ｄ　増加

Ｃ、Ｄの場合は取組を
再検討する。

ゴミ排出量の報告
（３月職員会議）
により評価する。

⑦ 担任、学年、部顧問、保健室、
相談室が十分に情報を共有し、
問題を抱えた生徒を早期に発見
し、自発的解決に向けて協力す
る。

保健・
相談課
各学年

学業・進路、家庭環境、友人関係などの悩
みを抱え、不登校傾向を示す生徒が増加し
ている。また発達障害傾向を持ち、集団生
活になじめない生徒も増えている。

【成果指標】
関係教職員との連絡を密に取り、教育
相談委員会を定期的に開くことで、生
徒の情報交換・指導方針の確認を行
い、学校内で連携した指導を行う。

「関係教職員の情報共有により、問題を抱えた生徒
を早期に把握し対応している」と思う職員の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　70％以上である
　Ｃ　60％以上である
　Ｄ　60％未満である

Ｃ、Ｄの場合、連携の
あり方を再検討する。

職員アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

⑧ 学年通信や進路だより等を通し
て保護者に学校の様子を伝える
とともに、ＰＴＡ活動や学校行
事への参加拡大を図り、家庭と
の連携を強める。

総務課 保護者への情報提供として学年通信や進路
だよりを定期的に発行しているが、保護者
の手元に渡っておらず、各種行事の案内が
徹底されていない場合がある。

【成果指標】
メール配信を活用し、学年通信・進路
だよりの発行状況だけでなく、各種Ｐ
ＴＡ活動の案内の機会を増やすこと
で、保護者への情報提供をより確実に
行う。

「学年通信や進路だより・行事案内など学校からの
情報を見ている」保護者の割合が
　Ａ　80％以上である
　Ｂ　75％以上である
　Ｃ　70％以上である
　Ｄ　70％未満である

Ｃ、Ｄの場合、取組を
再検討する。

保護者アンケート
（７月・１２月）
により評価する。

具　体　的　取　組


